
告 示

○土地改良区の役員の住所変更の届出…………………………………（農業施設管理課） ４

○土地改良事業計画の変更申請の適否の決定…………………………（農業施設管理課） ４

○道営土地改良事業計画の決定…………………………………………（農業施設管理課） ４

○道営土地改良事業変更計画の決定……………………………………（農業施設管理課） ４

○知事権限に係る保安林の指定の解除の予定……………………………………（治山課） ４

○農林水産大臣権限に係る保安林の指定の解除の予定…………………………（治山課） ５

○知事権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定…………………………（治山課） ５

○農林水産大臣権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定………………（治山課） ５

○道路の区域の変更及び供用の開始……………………………………（維持管理防災課） ６

○道路の供用の開始………………………………………………………（維持管理防災課） ６

○土砂災害警戒区域の指定………………………………………………（維持管理防災課） ６

○土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定………………（維持管理防災課） ６

○北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指定の一部改正……（調達課） ７

道人事委員会規則

○職員の任用の方法及び手続に関する規則の一部を改正する規則………………………… ７

道労働委員会訓令

○北海道労働委員会事務局事務取扱規程の一部を改正する訓令…………………………… ７

告 示

北海道告示第１５２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、渡島平野土地改良区か

ら、次のとおり役員の住所変更の届出があった。

平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

理事・監事の別 氏 名 住 所
変 更 前 変 更 後

理 事 齋 藤 信 夫 北斗市追分８９番地 北斗市追分５丁目８番３３号

監 事 溝 井 矢 一 北斗市追分３５番地の４ 北斗市追分５丁目１番３６号

北海道告示第１５３号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第１項の
規定により、新篠津土地改良区の行う土地改良（維持管理）事業の土地改良事業計画の変更
の認可の申請を適当と決定した。
その関係書類は、北海道石狩振興局に備え置いて、平成２７年３月１０日から２０日間、一般の
縦覧に供する。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第１５４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、道営土地改良（桔梗高
台地区（農業用用排水施設、農道、区画整理））事業の土地改良事業計画を定めた。
その関係書類は、北海道渡島総合振興局に備え置いて、平成２７年３月１０日から２０日間、一
般の縦覧に供する。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第１５５号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、道営土地改良（か
きよ

なやま湖畔地区中山間地域総合整備（農業用道路、客土、暗渠排水、鳥獣侵入防止施設、農
用地改良保全））事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道上川総合振興局に備え置いて、平成２７年３月１０日から２０日間、一
般の縦覧に供する。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第１５６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 小�市新光町４８４・４８５（以上２筆について次の図に示

す部分に限る。）
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かん

２ 保安林として指定された目的 水源の涵養
３ 解 除 の 理 由 指定理由の消滅
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道後志総合振興局産業振興部林務課及び小�市
役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１５７号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和２６年
法律第２４９号）第２９条の規定による通知があった。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 古宇郡神恵内村（国有林。次の図に示す部分に限

る。）
２ 保安林として指定された目的 公衆の保健
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び神恵内村役場に
備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１５８号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林 様似郡様似町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
様似町（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林 様似郡様似町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
� 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 指定施業要件変更予定保安林 滝川市（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 干害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

４� 指定施業要件変更予定保安林 滝川市（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

	 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局及
び振興局の産業振興部林務課並びに滝川市役所及び様似町役場に備え置いて縦覧に供す
る。）

北海道告示第１５９号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
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（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ

た。

平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 指定施業要件変更予定保安林 沙流郡日高町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所

２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備

３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件

� 立 木 の 伐 採 の 方 法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部

林務局治山課及び日高町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１６０号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変

更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道十勝総合振興局帯広

建設管理部に備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。

平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道

２ 路 線 名 北見白糠線

３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
足寄郡陸別町字陸別東３条３丁目１番１地先から 前 １５．００�から ９１３．１５� ――同郡陸別町字陸別７４番５０地先まで ４３．７０�まで

前 １８．５０�から ９２０．００� ――８４．５８�まで

後 １８．５０�から ９２０．００� ――８４．５８�まで

北海道告示第１６１号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道渡島総合振興局函館

建設管理部に備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。

平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 赤川函館線 函館市赤川町１０９番１地先から 平成２７．３．６

同市赤川町９９番１地先まで

北海道告示第１６２号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７

号）第７条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。

平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 土砂災害警戒区域の箇所番号

湯ノ沢川（湯の沢川）（�－２２－０５２０）
２ 土砂災害警戒区域の表示

上磯郡知内町字小谷石（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

土石流

（「次の図」は省略し、その図面を北海道渡島総合振興局函館建設管理部に備え置いて縦

覧に供する。）

北海道告示第１６３号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７

号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災

害特別警戒区域として指定する。

平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ

１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

滝の澗川（滝の澗沢川）（
－２２－０５３０）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示

上磯郡知内町字小谷石（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
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土石流
� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
知内小谷石�（�－２－２１７－１２５５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
上磯郡知内町字小谷石（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
知内小谷石１（�－２－２１９－１２５７）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
上磯郡知内町字小谷石（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
知内小谷石�（
－２－１５４－９３７）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
上磯郡知内町字小谷石（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

５� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
知内市街地�（
－２－１５５－９３８）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
上磯郡知内町字小谷石（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

� 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を北海道渡島総合振興局函館建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第１６４号

昭和５３年北海道告示第３７２８号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正し、平成２７年２月２０日から適用する。
平成２７年３月６日

北海道知事 高 橋 はるみ
２ 売りさばき人の項留萌信用金庫の事項中「同 沖見支店」を削る。

道 人 事 委 員 会 規 則

職員の任用の方法及び手続に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２７年３月６日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則６－４７

職員の任用の方法及び手続に関する規則の一部を改正する規則
職員の任用の方法及び手続に関する規則 （北海道人事委員会規則６－０）の一部を次の
ように改正する。
別表北海道行政職員採用試験の部企業における職務の経験など人事委員会が別に定める経

験を有する者の項中「一般行政Ｃ」を
「一般行政Ｃ
教育行政Ｃ」

に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

道 労 働 委 員 会 訓 令

北海道労働委員会訓令第１号

北海道労働委員会事務局事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２７年３月６日

北海道労働委員会会長 成 田 教 子
北海道労働委員会事務局事務取扱規程の一部を改正する訓令

北海道労働委員会事務局事務取扱規程（平成１１年北海道地方労働委員会訓令第１号）の一
部を次のように改正する。
第３６条に次の１項を加える。
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３ 前項の保存期間は、３０年、１０年、５年、３年又は１年とする。ただし、法令等の規定に
より保存期間の定めのある文書については、当該法令等の定めるところによる。
第３７条の次に次の１条を加える。
（保存期間の満了日の特例）
第３７条の２ 事案の処理が完結した日において業務に使用する期間を確定することが困難な
文書については、保存期間の起算日に代えて、業務に使用する期間が確定することとなっ
た事由の生じた日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して第３６条第２項の規定によ
り定められた保存期間を経過する日に保存期間が満了するものとする。
第３８条中「及び施行」を「、施行」に改め、「施行済みのもの」の次に「及び随時追記さ
れ又は更新される台帳、帳簿その他の文書」を加え、同条第３号を削り、同条第４号中「第
２号」を「前号」に改め、同号を同条第３号とし、同条に次の１号を加える。
� 台帳、帳簿その他の常時業務に使用する文書及び訴訟関係文書その他の数年にわたる
事案に係る文書であって、会計年度又は暦年ごとに区分することが不適当なものは、前
号の規定にかかわらず、一括すること。
第４０条第４項中「文書館から」を「道民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する情報又
は北海道の歴史、文化、学術、事件等に関する情報が記録された文書のうち、歴史資料とし
て重要なものであって文書館から」に、「完結文書が」を「完結文書で」に改める。
第４６条第２項を削り、同条第３項中「第１項」を「前項」に改め、同項を同条第２項とし、
同条第４項を同条第３項とする。
第４８条の見出しを「（保存期間の延長等）」に改め、同条第３項中「保存を」を「保存期
間を」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」に、「保存を」
を「保存期間を」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項中「第４９条」を「次条」に、
「引き続き保存する」を「その必要な限度において、一定の期間を定めて当該文書の保存期
間を延長する」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。
保存期間の満了した文書のうち、次の各号に掲げるものは、当該各号に定める期間が満
了するまでの間保存期間を延長しなければならない。
� 現に監査、検査等の対象となっているもの 当該監査、検査等が終了するまでの間
� 現に係属している訴訟における手続上の行為をするために必要とされるもの 当該訴
訟が終結するまでの間
� 現に係属している不服申立てにおける手続上の行為をするために必要とされるもの
当該不服申立てに対する裁決又は決定の日の翌日から起算して１年間
� 北海道情報公開条例（平成１０年北海道条例第２８号）第１０条第１項に規定する開示請求
があったもの 当該開示請求に対する処分の決定の日の翌日から起算して１年間
第４９条第４項を削る。
第５１条に次の１項を加える。
３ 保存期間が満了したマイクロフィルムに撮影済みの文書は、廃棄又は文書館への引渡し

をするものとする。ただし、第４８条第１項又は第２項の規定によりその保存期間を延長す
るときは、この限りでない。
附 則

（施行期日）
１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この訓令による改正後の北海道労働委員会事務局事務取扱規程（附則第５項において
「改正後の規程」という。）第３６条第３項及び第３７条の２の規定は、この訓令の施行の日
（次項において「施行日」という。）以後に処理が完結する事案に係る文書について適用
する。
３ 施行日前に処理が完結した事案に係る文書のうち、この訓令の施行の際現に保存中のも
のであって、保存期間が永年とされたもの（以下「永年保存文書」という。）は、当該永
年保存文書の保存期間の起算日から起算して３０年を経過する日（別に定める日があるとき
は、当該別に定める日）又は施行日のいずれか遅い日に保存期間が満了するものとする。
ただし、法令等の規定により保存期間が永年とされたものについては、この限りでない。
（永年保存文書に係る保存期間の満了日の特例）
４ この訓令の施行の際現に保存期間の起算日から起算して３０年を経過していない永年保存
文書であって、事務局長が当該文書の保存期間の起算日から起算して３０年を経過する日に
その保存期間が満了するものとすることが適当でないと認めたものは、保存期間の起算日
から起算して１０年を超え、３０年を超えない範囲内において事務局長が適当と認める期間を
経過する日にその保存期間が満了するものとする。
（保存期間が満了したものとされる永年保存文書の廃棄及び文書館への引渡し）
５ 附則第３項の規定により保存期間が満了したものとされる永年保存文書で、その保存期
間の満了の日が平成２８年３月３１日以前の日であるものは、平成３０年３月３１日までに廃棄又
は文書館への引渡しをしなければならない。ただし、改正後の規程第４８条第１項又は第２
項の規定によりその保存期間を延長するときは、この限りでない。

正 誤

○平成２６年４月１日（第２５６８号）
北海道告示第２４６号（農林水産大臣権限に係る保安林の指定の予定）中に次のとおり誤り
があったので訂正する。
ページ 欄 行
１２ 右 ２８
誤 釧路郡釧路町大字昆布森字昆布森
正 釧路郡釧路町大字昆布森村字昆布森
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